
年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 再構築システム（業務） ― ― 2 2 2
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 14,999 82,000 合計 14,999,499 円
委託料 14,999,499 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 14,999 82,000

職員人件費　② 0 0 10,170 18,686

総事業費（①＋②） 0 0 25,169 100,686

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 情

　

報共有
施策体系

施策の

刈

内容 電子市役所の推進

谷

目
　
　
　
的

　情報シス

市

テム、及び管理する情

事

報を効率的

主
た
る
内
容

務

　情報共有基盤システ

事

ムの整備及び基幹シス

業

に管理・運用するため

評

に、データ連携基盤等

価

テムの再構築等に係る

シ

業務委託
を含む情報共

ー

有基盤システムを構築

ト

する。
　これを核とし

（

て基幹情報システムを

様

再構築
し、システム調

式

達、開発、運用構築に

１

おいて
業務担当課を支

）

援し、システム運用に

会

おける
庁内統一性を推

計

進する。

位
置
づ
け

関連

名

計画

根拠法令

対象者 市

担

民、市職員 事業期間 平

当

成２５年度 ～

実施方法

部

■直営　■委託　□指

企

定管理　□補助・助成

画

　□その他

財政部

一般会計
シ

Ｂ
　
事

ス

　
業
　
実
　
績

２３年度

テ

実績 ２４年度実績 ２５

ム

年度実績 ２６年度計画

基

　 　 ・データ連携基盤

盤

の稼動 ・仮想化基盤構

整

築
　 　 ・国民健康保険

備

システム開発､・番号

事

制度対応（住基システ

業

　 　 　稼動 　ム改修）

担

　 　 ・畜犬管理システ

当

ム開発業者 ・滞納整理

課

システム稼動
　　　―

情

―――――― 　　　―

報

―――――― 　選定、

シ

開発、稼動 ・福祉シス

ス

テム（障害､高齢､
・

テ

滞納整理システム開発

ム

業者 　医療）開発業者

課

選定、開発
　選定、開

款

発 ・福祉システム（児

項

童）開発､
・福祉シス

目

テム（児童）開発 　一

担

次稼動
　業者選定 ・市

当

民税システム開発業者

係

選
　定、開発

　データ

シ

連携基盤を含む情報共

ス

有基盤システムを稼動

テ

させ基幹システム再構

ム

築に着手した。

成果

(

係

できたこと)

　今後再

2

構築する業務システム

1

に応じて情報共有基盤

1

システムを拡充、整備

1

していく必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　住民情報を利用する業

平

務に直結しており必要

成

不可欠であ
・法的業務

２

普通
る。

必要性 ・市民

６

ニーズ、社会需要
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　長期的、総合的

　

なコストの節減を目指

刈

すため、連携する
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

他のシステムも

事

含めた全体的な視点か

務

らの見直しを進めて
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 いる。
・手段の最適

評

性　など

　市民の個人

価

情報を扱う事業であり

シ

、市が主体となって実

ー

・市が主体となって実

ト

施する
普通

施すべきで

（

ある。総合計画におい

様

ても電子市役所の推進

式

に
妥当性 　べき事業で

２

あるか 関連する内容で

）

ある。
・総合計画との

会

整合性　など

　電子市

計

役所の実現に情報シス

名

テムの利活用は不可欠

担

であ

施策への ・施策へ

当

の貢献度
普通

り、事務

部

効率化のみならず市民

企

サービスの向上を見据

画

えた
・目標達成度 全体

財

システム再構築が必要

政

である。
貢献度 ・市民

部

サービスへの効果　な

一

ど

今後の方向性 ■拡充

般

　■現状維持　■改善

会

・効率化　□縮小　□

計

終期設定　□休止・廃

シ

止

　既存システムの更

ス

新は基盤システム上に

テ

おいて再構築する。デ

ム

ータ連携基盤等はその

基

都度拡充していく必要

盤

がある
。同時にサーバ

整

ー、端末等インフラ面

備

における集約、効率化

事

を進める。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

情

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

報

　
∨

システム課

款 項 目 担当係 システム係

2 1 11



Ｎ（総合行政ネットワーク）回線経由での連携を開始した。

　従前の住民コードに対し桁の拡張を行い、関連するシステムの改修作業を行った。

　税以外の料金系システム等における住民コード拡張対応が残っている。２６年度システム等管理事業において実施予定
課題

。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 仕様調整・開発会議等開催回数（回） 28 14 10 ― ―
指標
成果 作業進捗率（％） 60.0 90.0 100.0 ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 153,846 40,000 14,411 0 合計 14,411,250 円
委託料 14,411,250 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 153,846 40,000 14,411 0

職員人件費　② 14,357 16,270 9,117 0

総事業費（①＋②） 168,203 56,270 23,528 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 情報共有
施策体系

刈

施策の内容 電子市役所

谷

の推進

目
　
　
　
的

　住

市

民コードの桁を拡張し

事

、平成24年度施行

主

務

た
る
内
容

　住民記録シ

事

ステム、住基ネットシ

業

ステムの
の改正住民基

評

本台帳法に対応するた

価

め、住民 改修業務委託

シ

記録システム及び住基

ー

ネットシステムを改修

ト

する｡

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令 住民基本

様

台帳法の一部を改正す

式

る法律

対象者 市民、市

１

職員 事業期間 平成２２

）

年度 ～ 平成２５年度

実

会

施方法 ■直営　■委託

計

　□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 企画財政部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

般

３年度実績 ２４年度実

会

績 ２５年度実績 ２６年

計

度計画

・法改正に伴う

住

改修作業 ・法改正に伴

民

う改修作業 ・法改正に

記

伴う改修作業 　
　仮住

録

民票発行準備 　　仮住

シ

民票発行 　　住基ネッ

ス

トへの外国人情 　
　既

テ

存システムに対する改

ム

修､　　移行テスト、

再

稼動テスト 　　報の連

構

携 　
　テスト 　　本稼

築

動 ・戸籍副本データ管

事

理システ 　
・住民コー

業

ド拡張に伴う改修 ・住

担

民コード拡張に伴う改

当

修 　ムへの対応 　　　

課

―――――――
作業 　

情

作業 　　異動差分デー

報

タの抽出
　改修対象の

シ

把握、スケジュ 　　移

ス

行テスト、稼動テスト

テ

　　データ管理センタ

ム

ーへの
　ーリング 　　

課

本稼動 　　送信
・戸籍

款

、ダウンリカバリーシ

項

ステムの入替作業
　改

目

正住民基本台帳法施行

担

に伴い、住民基本台帳

当

システムへの外国人情

係

報の付加、住民基本台

シ

帳ネットワークへの外

ス

国人

成果 情報の連携を

テ

開始した。また法務省

ム

の戸籍副本管理システ

係

ムに対応し、戸籍副本

2

のデータ管理センター

1

での保管、及び日

(で

1

きたこと) 々の異動デ

1

ータについてＬＧＷＡ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法改正への対応

平

であり必要不可欠であ

成

る。
・法的業務

普通必

２

要性 ・市民ニーズ、社

６

会需要
・市民生活上必

年

要である　など

　長期

度

的、総合的なコストの

　

節減を目指すため、連

刈

携する
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

他の

市

システムも含めた全体

事

的な視点からの見直し

務

を進めて
効率性 ・執行

事

体制の効率性 いる。
・

業

手段の最適性　など

　

評

庁内情報システムの改

価

修であり市が主体とな

シ

って実施す
・市が主体

ー

となって実施する
普通

ト

べきである。総合計画

（

においても電子市役所

様

の推進に関連
妥当性 　

式

べき事業であるか する

２

内容である。
・総合計

）

画との整合性　など

　

会

電子市役所の実現に情

計

報システムの利活用は

名

不可欠であ

施策への ・

担

施策への貢献度
普通

り

当

、事務効率化のみなら

部

ず市民サービスの向上

企

を見据えた
・目標達成

画

度 再構築が必要である

財

。
貢献度 ・市民サービ

政

スへの効果　など

今後

部

の方向性 □拡充　□現

一

状維持　□改善・効率

般

化　□縮小　□終期設

会

定　□休止・廃止

　改

計

正住民基本台帳法への

住

直接的な対応作業は平

民

成25年度をもって終

記

了した。

録シス

Ｃ

テ

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

ム

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

再

∨

構築事業
担当課 情報システム課

款 項 目 担当係 システム係

2 1 11



1

に調査、検討を
課題

行う。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 6 15 18 20 20
指標

指標
　あいち電子自治体推進協議会の事業であるため比較検証はなし。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,019 5,265 5,365 5,571 合計 5,365,350 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 5,365,350 円

一般財源 5,019 5,265 5,365 5,571

職員人件費　② 1,077 2,122 1,052 1,466

総事業費（①＋②） 6,096 7,387 6,417 7,037

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

６

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

　

本施策 情報共有
施策体

刈

系
施策の内容 電子市役

谷

所の推進

目
　
　
　
的

　

市

あいち電子自治体推進

事

協議会において愛知

主

務

た
る
内
容

負担金
県と県

事

内市町村が共同して電

業

子自治体へ効率 　・電

評

子申請届出システムの

価

運用
的な取り組みを図

シ

る。 　・あいち自治体

ー

データセンターの運用

ト

　・ＬＧＷＡＮの運用

（

　・共同セキュリティ

様

監査

位
置
づ
け

関連計画

式

 

根拠法令  

対象者 市

１

民、事業者、県内市町

）

村（名古屋市を除 事業

会

期間 平成１５年度 ～

実

計

施方法 ■直営　■委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

３年度実績 ２４年度実

計

績 ２５年度実績 ２６年

愛

度計画

・電子申請・届

知

出システムの ・電子申

県

請・届出システムの ・

自

電子申請・届出システ

治

ムの ・電子申請・届出

体

システムの
運用 運用 運

共

用 開発と運用
・共同セ

同

キュリティ監査 ・共同

情

セキュリティ監査 ・共

報

同セキュリティ監査 ・

化

共同セキュリティ監査

事

・ＬＧＷＡＮアクセス

業

運営 ・ＬＧＷＡＮアク

担

セス運営 ・ＬＧＷＡＮ

当

アクセス運営 ・ＬＧＷ

課

ＡＮアクセス運営
・あ

情

いち自治体クラウド推

報

進 ・あいち自治体クラ

シ

ウド推進

　電子申請・

ス

届出システムの運用に

テ

より、県域での情報化

ム

の推進と住民サービス

課

の質的向上及び標準化

款

や、システム開発

成果

項

及び維持管理における

目

コスト削減と業務改善

担

が図られた。

(できた

当

こと) 　共同セキュリ

係

ティ外部監査により、

情

システムの脆弱性を調

報

査し、その結果を反映

化

させ適切で効率的なセ

推

キュリティ対策

が図ら

進

れた。

　あいち自治体

係

クラウドの共同利用シ

2

ステムの有効性や利用

1

団体の業務システムの

1

運用について、継続的



証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 136,294 141,544 128,335 144,639 合計 128,335,367 円
需用費 1,100,221 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 293,160 円
委託料 18,282,678 円

一般財源 136,294 141,544 128,335 144,639 使用料及び賃借料
108,659,308 円

職員人件費　② 19,382 20,514 17,534 19,419

総事業費（①＋②） 155,676 162,058 145,869 164,058

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 情報

　

共有
施策体系

施策の内

刈

容 電子市役所の推進

目

谷

　
　
　
的

　電子計算機

市

を用いて日常業務の効

事

率化、及

主
た
る
内
容

電

務

子計算機とその周辺機

事

器の管理経費、及び
び

業

市民サービスの向上を

評

図る。 関連業務委託費

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令  

対象者 市民、

ー

市職員 事業期間 昭和４

ト

２年度 ～

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

企

　
実
　
績

２３年度実績

画

２４年度実績 ２５年度

財

実績 ２６年度計画

・ホ

政

ストコンピュータ運用

部

管 ・ホストコンピュー

一

タ運用管 ・ホストコン

般

ピュータ運用管 ・ホス

会

トコンピュータ運用管

計

理 理 理 理
・サーバー、

シ

データ管理 ・サーバー

ス

、データ管理 ・サーバ

テ

ー、データ管理 ・サー

ム

バー、データ管理
・新

等

戸籍システム開発、稼

管

動 ・住基法改正対応作

理

業 ・住基法改正対応作

事

業 ・番号制度対応作業

業

・住基法改正対応作業

担

・住民コード拡張作業

当

・住民コード拡張対応

課

作業 ・住民コード拡張

情

対応作業
・住民コード

報

拡張作業 ・改修住記シ

シ

ステム稼動 ・戸籍副本

ス

管理システム対応
・国

テ

保システム開発業者選

ム

定 ・国保システム開発

課

導入作業

　ホストコン

款

ピュータの運用管理を

項

適切に実施できた。

成

目

果

(できたこと)

　ホ

担

ストコンピュータによ

当

るシステムが老朽化、

係

複雑化しており、再構

シ

築が必要な段階を迎え

ス

ている。超高齢社会を

テ

迎え
課題

、庁内事務の

ム

効率化のみならず、住

係

民視点からの行政手続

2

き効率化を実現するシ

1

ステムが求められる。

1

(できなか 

 ったこ

1

と)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 73,776 77,969 69,065 135,123 合計 69,064,520 円
需用費 936,223 円

財
　
源

特定財源 9,500 11,480 11,521 11,429 委託料 28,809,778 円
使用料及び賃借料

一般財源 64,276 66,489 57,544 123,694 39,318,519 円

職員人件費　② 22,612 22,283 23,846 21,617

総事業費（①＋②） 96,388 100,252 92,911 156,740

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 計画

度

推進

基本施策 情報共有

　

施策体系
施策の内容 電

刈

子市役所の推進

目
　
　

谷

　
的

　情報系ネットワ

市

ーク内のパソコンや各

事

シス

主
た
る
内
容

グルー

務

プウェアシステム、財

事

務会計システム
テム等

業

の情報機器を管理又は

評

導入することに 、内部

価

事務支援システム、統

シ

合型ＧＩＳ等の
より、

ー

行政事務の合理化や効

ト

率化を図る。 管理経費

（

、及び関連業務委託費

様

位
置
づ
け

関連計画  

根

式

拠法令  

対象者 市職員

１

、市民、事業者 事業期

）

間 平成１８年度 ～

実施

会

方法 ■直営　■委託　

計

□指定管理　□補助・

名

助成　□その他

担当部 企画財政部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

般

年度実績 ２４年度実績

会

２５年度実績 ２６年度

計

計画

・各種システムの

Ｏ

運用管理 ・各種システ

Ａ

ムの運用管理 ・各種シ

管

ステムの運用管理 ・各

理

種システムの運用管理

事

・パソコン820台更

業

新 ・ファイルサーバ更

担

新 ・統合型ＧＩＳサー

当

バ更新 ・グループウェ

課

ア更新
・出向職員ポー

情

タル接続シス ・財務会

報

計システム機器更新
テ

シ

ム更新 ・内部事務支援

ス

システム機器
・ＵＳＢ

テ

メモリの制限 更新
・パ

ム

ソコン160台更新

　

課

グループウェアパソコ

款

ン、インターネット、

項

財務会計システム、統

目

合型ＧＩＳなどのシス

担

テムにより、内部事務

当

の合理

成果 化や効率化

係

が図られた。

(できた

情

こと)

　業務全体を対

報

象として効率や生産性

化

を改善するため、業務

推

全体を全面的に見直し

進

、長期的なシステム最

係

適化計画を継続
課題

的

2

に策定する必要がある

1

。
(できなか 

 った

1

こと)

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



ス

４年度 ２５年度 ２６年

テ

度 ２５年度

（決算） （

ム

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　① 27,881 26,464 27,620 26,045 合計 27,620,411 円
需用費 256,032 円

財
　
源

特定財源 0 0 182 0 役務費 10,249,055 円
委託料 14,687,484 円

一般財源 27,881 26,464 27,438 26,045 使用料及び賃借料
2,427,840 円

職員人件費　② 5,384 5,305 2,805 2,931

総事業費（①＋②） 33,265 31,769 30,425 28,976

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 愛知県国民健康保険団体連合
会交付金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

６

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

　

推進

基本施策 情報共有

刈

施策体系
施策の内容 電

谷

子市役所の推進

目
　
　

市

　
的

　情報系及び住民

事

系ネットワークを統合

務

し、

主
た
る
内
容

ネット

事

ワークやインターネッ

業

トの管理経費及
情報シ

評

ステム全般のインフラ

価

を効率的に維持 び関連

シ

業務委託費
管理する。

ー

位
置
づ
け

関連計画

根拠

ト

法令

対象者 事業期間 平

（

成２３年度 ～

実施方法

様

■直営　■委託　□指

式

定管理　□補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事

画

　
業
　
実
　
績

２３年度

財

実績 ２４年度実績 ２５

政

年度実績 ２６年度計画

部

・ネットワークの運用

一

管理 ・ネットワークの

般

運用管理 ・ネットワー

会

クの運用管理 ・ネット

計

ワークの運用管理
・イ

ネ

ンターネットの運用管

ッ

理 ・インターネットの

ト

運用管理 ・インターネ

ワ

ットの運用管理 ・イン

ー

ターネットの運用管理

ク

 ・ＬＧＷＡＮサービ

等

ス提供設
 備更新
 

　

管

情報系及び住民系ネッ

理

トワークを統合管理し

事

、各種情報システム全

業

般のインフラを効率的

担

に維持管理した。また

当

インタ

成果 ーネット環

課

境を適正に運用管理し

情

た。

(できたこと)

　

報

インターネットなどの

シ

外部からの様々な脅威

ス

に対し、常に万全な情

テ

報セキュリティ対策を

ム

施す。
課題

災害に強い

課

各施設のネットワーク

款

環境整備の検討する。

項

(できなか 

 ったこ

目

と)

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２３年度

当

２４年度 ２５年度 ２６

係

年度 ２８年度

指標

指標

情

他市との
比較検証

報化推進係

2 1 1

Ｃ

1

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

シ

単位：千円
２３年度 ２


